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◆第2回21世紀成年者縦断調査（国民の生活に関する継続調査）　　3月11日（厚生労働省）  

　・１年前の前回調査時に働いており、この１年で出産した女性のうち、「同一就業継続」は62.1％。 

　・前回調査時に「結婚後も働き続ける」と考えていた女性のうち、この１年で結婚し実際に同一就業継続しているのは

65.5％、転職は8.2％。 

　・前回調査時に「就業希望あり」だった専業主婦のうち、実際に就業したのは19.8％。 

◆国民経済計算～10-12月期・2次速報～　　3月14日（内閣府）  

　・実質ＧＤＰ（国内総生産）成長率は（季調済）前期比で0.1％（年率0.5％）と、3期ぶりのプラス成長。 

　・実質ＧＤＰ成長率の寄与度は、国内需要（内需）が0.2％、財貨・サービスの純輸出（外需）が-0.1％。 

◆法人企業景気予測調査～1-3月期～　　3月24日（内閣府、財務省）  

　・従業員判断ＢＳＩ（「不足気味」－「過剰気味」）は、前期に比べ、大企業では不足超過幅が拡大したが、中堅企業、中小

企業では縮小。 

◆企業活動基本調査速報（平成16年）　　3月30日（経済産業省）  

　・平成15年度における一企業当たりの常時従業者数は、前年度に比べ、正社員で０．２％減、パートタイム従業者で０．７

％増、派遣従業者は２３．３％増。 

◆企業短期経済観測調査（短観）～3月～　　4月1日（日本銀行）  

　・全国大企業の業況判断D.I.（「良い」－「悪い」）は製造業で１４と前回から８ポイント悪化。非製造業は１１。 

　・雇用人員判断D.I.(「過剰」－「不足」)は大企業全産業で１と前回から２ポイント悪化。 

 

最 近 の 統 計 調 査 より  

3月11日～4月10日に公表された主な労働関係統計　　　　　　　　　　　　　　　　　　（月次統計を除く） 

　注目の統計・指標 

平成１６年賃金構造基本統計調査（全国結果）の概況　　3月14日（厚生労働省） 

～平成16年の賃金は、3年連続減少～ 
平成16年の所定内給与は、男女計で301,600円（対前年比0.2％減）と３年連続減少となった。これを男女別でみると、
男性では333,900円（同0.5％減）、女性では225,600円（同0.6％増）となった。 
年齢階級別にみると、男性では50～54歳の410,100円、女性では40～44歳の248,900円がピークとなっている。 
産業（新産業分類）別でみると、電気・ガス・熱供給・水道業（399,600円）が最も高く、教育・学習支援業（378,500円）、
金融・保険業（366,300円）が続いている。 
 

情報解析部 
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主　要　労　働　指　標 

１５歳以上 
人口 

資料出所 

注1)短時間女性雇用者数は、非農林業に従事する週間就業時間が35時間未満の雇用者。 

注2）pは速報値。 

総務省「労働力調査」 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省「労働経済指標」 
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現金給与総額 
（前年比） 

総実労働時間 
（前年比） 

所定外労働時間 
（前年比） 

労働生産性 
（製造業） 

賃金コスト 
（製造業） 

（前年比） 前年比 

資料出所 

注3）アメリカ：16歳以上。  イギリス：16歳以上。月数値については、2か月前からの3か月間の平均値である。 
　　 ドイツ　：公務員及び臨時雇用者を除く。  フランス：四半期値については雇用者数である。 

厚生労働省「毎月勤労統計調査」 労働政策研究・研修機構にて算出 
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労働者の意識調査 今月のキーワード解説 

（情報解析課長　秋山恵一） 

　今月号は勤労者意識が特集されています。そこで、勤労者意識について調べた調査を数例紹介します。 
 
　厚生労働省「就業形態の多様化調査」「仕事と生活の調和に関する意識調査」 
「就業形態の多様化調査」（2003年）は、事業所における労働者の就業実態、パートタイム労働者等に対
する人事労務管理面での対応、及び多様な形態で働く労働者の意識等を把握することを目的としています。
事業所と労働者を調査対象とし、事業所に関しては、就業形態・性別労働者数、いわゆる非正社員を雇用
する理由、制度の適用状況、労働者に関しては、現在の就業形態、就業形態を選択した理由、就業期間、
職種、満足度などが調べられています。 
「仕事と生活の調和に関する意識調査」（2003年）は、長期休暇制度導入に向けた取り組み、及び仕事と
生活の調和を図るためのニーズ等の把握を目的としています。企業と労働者を調査対象としており、企業
に対しては、人事管理方針や雇用管理、特に長期休暇制度が、労働者に対しては、仕事と生活の調和（優
先すること、満足度、現在や今後の働き方など）や長期休暇制度といった事項が調べられています。 
 
　内閣府「国民生活に関する世論調査」「国民生活選好度調査」 
「国民生活に関する世論調査」は現在の生活や今後の生活についての意識、家族・家庭についての意識など、
国民の生活に関する意識や要望を種々の観点からとらえることを目的とし、毎年行われています。調査事
項の１つに、働く目的や理想とする仕事があります。 
 「国民生活選好度調査」は、国民の価値観やニーズを把握することを目的とし、毎年行われています。３
年を１周期とし、各周期の初年度に時系列変化把握のための調査、つづく２年度、３年度に重点問題ない
し意識構造分析のための調査を行っています。初年度調査（時系列調査）に、勤労生活についての項目が
あり、雇用の安定などが調べられています。 
 
　NHK放送文化研究所「「日本人の意識」調査」 
　生活目標、家庭や男女のあり方、仕事や余暇、政治、宗教などを調査対象とし、５年ごとに実施、最新
調査年は2003年です。労働条件や仕事の内容での理想とする仕事が調べられています　 
 
　労働政策研究・研修機構「勤労生活に関する調査」 
　これは、1999年から実施されているもので、2004年に第４回調査が行われました。 
 
　人間の意識は世相を反映するものであり、あいまいで揺れ動くものです。しかし、社会情勢と関係する
ものであり（図参照）、施策の有効性を測る指標の１つとして重要なものではないでしょうか。 
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資料出所：完全失業率は総務省統計局『労働力調査』、雇用不安を感じる者の割合は内閣府『国民生活選好度調査』より 
　（注）「雇用不安を感じる者」とは、「失業の不安なく働けること」について「あまり満たされていない」または「全く満たされていない」と答えた 
　　　　　者の合計である。 

図　失業率と雇用不安を感じる者の割合の推移 
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